（様式１）　　　　　　　　　　　　　　調　　　　　　　書　　　　　　　　　　〔ものづくり部門〕
	①　職業分野

	②
 企
 業
 名
 等

	　企
　業
　・

　団

体

名
　称
	(ふりがな)


	③
 企業設立
 年 月 日

	　明治・大正・昭和・平成・令和
　　年　　　月　　　日
	
	
	

	
	
	
	所在地
担当者
電話等
	 〒
 氏　名
 ℡
Fax 
 Eﾒｰﾙ

	④
 代 表 者
 職・氏名
	
	
	
	

	　　⑤
 　 人
 基 材
 本 育
 的 成
 要 に
 素 関
　　す
Ⅰ る
	ア　経営者として、人材育成についての方針や目標を定めて、社員に公表し、人材の育成に取り組んでいる
イ　社員の技能を向上させるために、指導者を付けて、個々の能力に合わせたきめ細やかな指導を行い、育成している(OJTの実施）
ウ　人材育成のために業界団体や認定訓練学校等に社員を派遣している
エ　社員の技能や能力に応じて、新人・中堅・ベテランなどの区分を設け、業務内容と給与を定めている

オ　社内に教育マニュアル・研修プログラムを持っている

カ　社内検定や社内資格制度を設けている
	はい・いいえ
 はい・いいえ
はい・いいえ
はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

	
	［具体的な取組事例］　「はい」について、項目ごとに記載すること。


	
	キ　その他要素がある


	　　⑥
　　人
 基 材
 本 育
 的 成
 要 に
 素 関
　　す
Ⅱ る
	ア　若手技能者に対して技能を伝承している
イ　資格試験受験のための準備講習会を独自に実施している、又は外部の準備講習会を受講させている
ウ　意識的に色々な経験をさせるようなジョブローテーションを行っている

エ　技能検定受検料や能力向上のための講習受講等に対する受講料補助制度がある
	はい・いいえ
 はい・いいえ
はい・いいえ
はい・いいえ

	
	［具体的な取組事例］　「はい」について、項目ごとに記載すること。



	
	オ　その他取組実績がある


	　　⑦
　　処
 取 遇
 組 ・
 状 地
 況 位
　  向
　　上
    へ
　　の
	ア　高度な技能を有する社員に対し定年退職後の再雇用制度等を設け、技能継承・人材育成に活用している
イ　社内に「優秀な技能者」を処遇するための制度を設けている
ウ　有用な資格取得者に対し報奨金を出す制度がある
	はい・いいえ
はい・いいえ
 はい・いいえ

	
	［具体的な取組事例］　「はい」について、項目ごとに記載すること。



	
	エ　その他取組実績がある


	　　⑧
 　 地
 技 域
 能 ・
 承 社
 取 会
 組 的
 状 貢
 況 献
 　 等
    の
	ア　「インターンシップ」生徒・訓練生等を受け入れた実績がある

イ　児童・生徒等を対象とした体験学習等を受け入れた実績がある
ウ　会社の事業や業務に関連して、地域貢献活動をしている
エ　「デュアルシステム」生徒・訓練生等を受け入れに積極的に協力している
	はい・いいえ
 はい・いいえ
 はい・いいえ
はい・いいえ

	
	［具体的な取組事例］　「はい」について、項目ごとに記載すること。



	
	オ　その他、取組実績がある

	　　⑨
　　そ
 取 の
 組 他
 状 独
 況 自
    の
	ア　業界内の技能競技会や技能五輪等へ参加するために、社員に対して支援している
イ　ISOの改善の取り組みや会社の体質改善への取り組みをしている
ウ　社内の技能士等が業界団体や企業の主催する講習会等で講師を務めた実績がある
エ　社内で技能競技会等を開催している
	はい・いいえ
 はい・いいえ
 はい・いいえ
 はい・いいえ

	
	［具体的な取組事例］　「はい」について、項目ごとに記載すること。



	
	オ　その他、取組実績がある


	　　⑩

税法
事金令
実滞違
納反
の・
	

	　⑪
　推
　薦
　団
　体
　及
　び
　推
　薦
　理
　由
	（所在地又は住所）〒
　℡ 
（名称）

	⑫　過去の推薦回数

	
	
	年　度
	年　度
	年　度

	
	
	年　度
	年　度
	計　回


	
	（推薦理由）－１３０字以内－ 


（注）　１．記載方法については、作成要領及び記載例を参照のこと。
　　　　２．用紙は、Ａ４サイズを使用すること。
